
第14期定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、事業報告の「新株予約
権等の状況」、「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況」、計算書類
の「株主資本等変動計算書」、「個別注記表」については、法令及び当社定款第17条の
規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
（https://corp.kaonavi.jp/ir/library/convocation_notice/）に掲載することにより
株主の皆様に提供しております。

株　主　各　位

第14期定時株主総会招集ご通知
インターネット開示事項

・新株予約権等の状況
・業務の適正を確保するための
体制及び当該体制の運用状況

・株主資本等変動計算書
・個別注記表

（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

株式会社カオナビ



第 ２ 回 新 株 予 約 権 第 ３ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2014年３月31日 2015年３月13日

新 株 予 約 権 の 数 20個 85個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 400,000株
(新株予約権１個につき 20,000株)　

普通株式 170,000株
(新株予約権１個につき 2,000株)　

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権と引換えに払い込みは要
しない

新株予約権と引換えに払い込みは要
しない

新株予約権の行使に際して
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり 900,000円
(１株当たり 45円)　

新株予約権１個当たり 180,000円
(１株当たり 90円)　

新株予約権の行使に際して株式
を発行する場合における資本金
及び資本準備金に関する事項

新株予約権の行使により株式を発行
する場合の増加する資本金の額は、
会社計算規則第17条第１項に従い
算出される資本金等増加限度額に
0.5を乗じた額とし、計算の結果１
円未満の端数を生じる場合は、その
端数を切り上げるものとする。
増加する資本準備金の額は、資本金
等増加限度額から資本金の額を減じ
た額とする。

新株予約権の行使により株式を発行
する場合の増加する資本金の額は、
会社計算規則第17条第１項に従い
算出される資本金等増加限度額に
0.5を乗じた額とし、計算の結果１
円未満の端数を生じる場合は、その
端数を切り上げるものとする。
増加する資本準備金の額は、資本金
等増加限度額から資本金の額を減じ
た額とする。

権 利 行 使 期 間 　　　2016年４月１日から
　　　2024年３月31日まで

　　　2017年４月１日から
　　　2025年３月13日まで

行 使 の 条 件 （注）１ （注）２

役 員 の
保有状況

取 締 役
（社外取締役を除く）

新株予約権の数 20個
目的となる株式数 400,000株
保有者数 1名　

新株予約権の数 85個
目的となる株式数 170,000株
保有者数 1名　

社 外 取 締 役
新株予約権の数 －個
目的となる株式数 －株
保有者数 －名　

新株予約権の数 －個
目的となる株式数 －株
保有者数 －名　

新株予約権等の状況
⑴　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約

権の状況
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第 ４ 回 新 株 予 約 権 第 ５ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2018年３月30日 2018年９月28日

新 株 予 約 権 の 数 40個 113個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 8,000株
(新株予約権１個につき 200株)　

普通株式 22,600株
(新株予約権１個につき 200株)　

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権と引換えに払い込みは要
しない

新株予約権と引換えに払い込みは要
しない

新株予約権の行使に際して
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり 100,000円
(１株当たり 500円)　

新株予約権１個当たり 110,000円
(１株当たり 550円)　

新株予約権の行使に際して株式
を発行する場合における資本金
及び資本準備金に関する事項

新株予約権の行使により株式を発行
する場合の増加する資本金の額は、
会社計算規則第17条第１項に従い
算出される資本金等増加限度額に
0.5を乗じた額とし、計算の結果１
円未満の端数を生じる場合は、その
端数を切り上げるものとする。
増加する資本準備金の額は、資本金
等増加限度額から資本金の額を減じ
た額とする。

新株予約権の行使により株式を発行
する場合の増加する資本金の額は、
会社計算規則第17条第１項に従い
算出される資本金等増加限度額に
0.5を乗じた額とし、計算の結果１
円未満の端数を生じる場合は、その
端数を切り上げるものとする。
増加する資本準備金の額は、資本金
等増加限度額から資本金の額を減じ
た額とする。

権 利 行 使 期 間 　　　2020年３月13日から
　　　2028年３月12日まで

　　　2020年６月29日から
　　　2028年６月28日まで

行 使 の 条 件 （注）３ （注）４

役 員 の
保有状況

取 締 役
（社外取締役を除く）

新株予約権の数 40個
目的となる株式数 8,000株
保有者数 1名　

新株予約権の数 68個
目的となる株式数 13,600株
保有者数 1名　

社 外 取 締 役
新株予約権の数 －個
目的となる株式数 －株
保有者数 －名　

新株予約権の数 45個
目的となる株式数 9,000株
保有者数 １名　
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（注）１．第２回新株予約権の行使の条件
⑴　新株予約権者は、権利行使時において、取締役、監査役又は使用人の地位を保有しているこ
ととする。

⑵　新株予約権者が死亡した場合は、相続は認めないものとする。
⑶　その他権利行使の条件は、当社と本新株予約権の割当てを受ける者との間で締結する「新株

予約権割当契約書」に定めるところによる。
２．第３回新株予約権の行使の条件
⑴　新株予約権者は、権利行使時において、取締役、監査役又は使用人の地位を保有しているこ

ととする。
⑵　新株予約権者が死亡した場合は、相続は認めないものとする。
⑶　本新株予約権者は、他の条件を充足していることを条件として、行使期間内に当社普通株式
が金融商品取引所へ上場した場合、以下の割合を上限に段階的に本新株予約権を行使するこ
とができる。
①上場日の翌日から上場日後１年を経過する日まで
本新株予約権者に割り当てられた本新株予約権数の20％

②上場日後１年を経過した日から上場日後２年を経過する日まで
本新株予約権者に割り当てられた本新株予約権数の50％

③上場日後２年を経過した日以降
本新株予約権者に割り当てられた本新株予約権数の100％

⑷　その他権利行使の条件は、当社と本新株予約権の割当てを受ける者との間で締結する「新株
予約権割当契約書」に定めるところによる。

３．第４回新株予約権の行使の条件
⑴　新株予約権者は、権利行使時において、取締役、監査役又は使用人の地位を保有しているこ

ととする。
⑵　新株予約権者が死亡した場合は、相続は認めないものとする。
⑶　本新株予約権者は、他の条件を充足していることを条件として、行使期間内に当社普通株式

が金融商品取引所へ上場した場合、以下の割合を上限に段階的に本新株予約権を行使するこ
とができる。
①上場日の翌日から上場日後１年を経過する日まで
本新株予約権者に割り当てられた本新株予約権数の20％
②上場日後１年を経過した日から上場日後２年を経過する日まで
本新株予約権者に割り当てられた本新株予約権数の50％
③上場日後２年を経過した日以降
本新株予約権者に割り当てられた本新株予約権数の100％
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⑷　その他権利行使の条件は、当社と本新株予約権の割当てを受ける者との間で締結する「新株
予約権割当契約書」に定めるところによる。

４．第５回新株予約権の行使の条件
⑴　新株予約権者は、権利行使時において、取締役、監査役又は使用人の地位を保有しているこ
ととする。

⑵　新株予約権者が死亡した場合は、相続は認めないものとする。
⑶　本新株予約権者は、他の条件を充足していることを条件として、行使期間内に当社普通株式

が金融商品取引所へ上場した場合、以下の割合を上限に段階的に本新株予約権を行使するこ
とができる。
①上場日の翌日から上場日後１年を経過する日まで
本新株予約権者に割り当てられた本新株予約権数の20％
②上場日後１年を経過した日から上場日後２年を経過する日まで
本新株予約権者に割り当てられた本新株予約権数の50％

③上場日後２年を経過した日以降
本新株予約権者に割り当てられた本新株予約権数の100％

⑷　その他権利行使の条件は、当社と本新株予約権の割当てを受ける者との間で締結する「新株
予約権割当契約書」に定めるところによる。

５．取締役１名に付与している第５回新株予約権は、使用人として在籍中に付与されたものであり
ます。

６．監査役が保有している新株予約権はありません。
７．2015年３月31日付で行った１株を10株とする株式分割、2018年３月28日付で行った１株を

10株とする株式分割及び2018年12月15日付で行った１株を100株とする株式分割、2020年
1月1日付で行った１株を２株とする株式分割により、「新株予約権の目的となる株式の数」及
び「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」は調整されております。

⑵　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
　該当事項はありません。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
⑴　業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の
適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
①　当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
イ．当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合すること並びに当社の業務の適正を確保

するため、「リスク・コンプライアンス規程」等を定める。
ロ．当社の取締役は、「取締役会規程」に基づき定期的に開催される取締役会において、経営

に関する重要事項を決定するとともに、他の取締役の業務執行を相互に監督する。
ハ．当社の取締役は、当社に関し重大な法令違反、コンプライアンス違反その他重要な事実を

発見した場合、速やかに取締役会に報告する。
ニ．当社の監査役は、「監査役監査基準」に基づき、取締役の職務執行について監査を行う。

②　当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
イ．当社の取締役の職務執行に係る文書その他重要な情報については、法令、定款及び「文書

管理規程」ほか社内規則に基づき作成、保存、管理する。
ロ．取締役及び監査役は、必要に応じてこれらの文書等を閲覧することができるものとする。

③　当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ．当社は、リスク管理の基礎として定める「リスク・コンプライアンス規程」に基づき、当

社のリスクを横断的に管理するリスク・コンプライアンス委員会を設置し、リスクマネジ
メント活動を推進する。

ロ．当社は、経営会議等において定期的に実施される業務執行状況の報告等を通じ、当社にお
けるリスクの状況を適時に把握、管理する。

ハ．当社の内部監査部門は、「内部監査規程」に基づき、当社におけるリスク管理の状況につ
いて監査を行う。

ニ．当社は、「個人情報保護基準」等の定めに基づき、機密情報の管理及び個人情報の適切な
保護を行う。

④　当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ．当社は、取締役会を原則月１回定期的に開催し、経営状況を共有するとともに、各組織の

活動状況を把握し取締役自らの業務執行の効率化を図る。

－ 5 －



ロ．当社は、取締役会の決定に基づく業務執行については、「業務分掌規程」「職務権限規
程」において、それぞれの分担を明確にして、職務の執行が効率的に行われることを確保
する。

ハ．当社は、経営会議を原則週1回定期的に開催し、当社のさまざまな課題を早期に発見・共
有するとともに、各職務の執行が効率的に行われることを補完する。

⑤　当社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
イ．当社は、「リスク・コンプライアンス規程」を、職務を遂行するに当たり遵守すべき行動

基準とし、全ての役員及び使用人に対し周知徹底を図る。
ロ．当社は、「内部通報処理規程」に基づき社内及び社外に通報窓口を設置し、不祥事の未然

防止を図る。
ハ．当社の内部監査部門は、社内規則に基づき内部監査を実施し、当社の使用人の職務におけ

る法令、定款及び社内規則の遵守状況並びにその他業務の遂行状況を検証する。
ニ．当社の監査役及び監査役会は、法令、定款及び社内規則等の遵守状況に問題があると認め

られた場合は、改善策を講ずるよう取締役会に要求する。

⑥　当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に
関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項
イ．監査役が監査役補助者の登用を求めた場合、当社の使用人から監査役補助者を任命するこ

とができるものとする。
ロ．監査役補助者の任命、解任、人事異動、賃金等の改定については、監査役会の同意を得た

上で、取締役会で決定することとし、取締役からの独立性を確保する。
ハ．監査役補助者は業務の執行に係る役職を兼務しないものとする。
二．監査役補助者は、監査役の指揮命令下で監査役補助に係る業務を行うものとし、当該業務

については、取締役及び他の使用人からの指揮命令を受けないものとする。

⑦　当社の取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体
制
イ．当社の取締役及び使用人等は、法令に違反する事実、会社に著しい損害を与えるおそれの

ある事実を発見したときには、当社の監査役に対して、当該事実に関する事項を速やかに
報告しなければならない。また、当社の監査役から業務執行に関する事項の報告を求めら
れた場合においても速やかに報告を行わなければならない。
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ロ．当社の内部監査部門は、内部通報窓口に通報があった場合には、「内部通報処理規程」に
基づき、当該通報の事実について速やかに監査役に報告しなければならない。

ハ．当社は、前二項により当社の監査役に対して報告した者が当該報告をしたことを理由とし
て不利益な取扱いを受けないことを確保するための体制を構築する。

⑧　その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ．当社の監査役は、当社の取締役会、経営会議その他経営に関する重要な会議に出席し、経

営において重要な意思決定及び業務の執行状況を把握するとともに、意見を述べることが
できる。

ロ．当社の監査役は、代表取締役と定期的に意見交換を行う。
ハ．当社の監査役は、内部監査担当者、会計監査人と定期的に情報交換を行い、連携を図る。

⑨　当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執
行について生ずる費用又は債務の処理に関する方針に関する事項
イ．当社は、当社の監査役の職務の執行に協力し監査の実効性を担保するために、監査費用の

ための予算を確保する。

⑩　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方・措置
イ．当社は、暴力を駆使して経済的利益を追求する集団又は個人である反社会的勢力による被

害を防止するため、「反社会的勢力対応規程」を定める。
ロ．反社会的勢力に対しては、弁護士や警察等の外部機関と連携して組織的な対応を図るもの

とし、平素より情報収集に努め、速やかに対処できる体制を整備する。
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⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当事業年度の当社における内部統制システムの主な運用状況は以下のとおりであります。
①　取締役会は、当事業年度において16回開催され、法令及び定款その他各種規程に基づき、
経営に関する重要事項の審議・決議を行うとともに、各取締役の業務の執行が法令及び定款に
適合することを監督しております。また、取締役会資料の早期配布、記載内容の充実等によ
り、活発な意見交換がなされるように努めております。
　東京証券取引所が定める独立役員の要件を満たした社外取締役を計２名選任し、当社取締役
の員数のうち３分の１以上を社外取締役かつ独立役員で構成しております。これにより取締役
会の監督機能を確保しており、社外取締役はそれぞれ独立した立場から活発に意見を述べてお
ります。

②　経営会議は週１回開催され、全般的な業務執行方針及び計画、管理部門・事業部門等の個別
重要事案に関する審議並びに月次決算の総括をはじめとした業務執行状況の共有を全社横断的
に実施しており、代表取締役の諮問機関として、取締役の業務執行が効率的に行われることを
補完いたしました。

③　内部監査部門は、内部統制システムの整備・運用状況の定期的なモニタリングを実施すると
ともに、その結果を取締役に報告し、必要に応じて代表取締役を通して被監査部門への改善指
示を行っております。また、金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制の評価及び監査
を実施し、財務報告の信頼性の確保に取り組んでおります。

④　個人情報保護法の改正をはじめとする法令の制定・改正、経営上のリスク、社会情勢の変化
への対応及び業務の効率化のため、社内規程を改定し、また、これらに伴う業務遂行体制の見
直し・整備を行いました。

⑤　半期に１回のリスク・コンプライアンス委員会において、リスク管理やコンプライアンス上
の課題等について議論し、取締役会において報告しております。また、入社時研修、情報セキ
ュリティ研修、個人情報に関する研修をはじめとする、eラーニングを含む各種研修による教
育活動を通じて、全役職員のコンプライアンスに関する知識や意識の向上を図っております。
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⑥　リスク管理部門は、リスクカテゴリーに応じたリスクの分析、モニタリングの実施及びその
結果をリスク・コンプライアンス委員会に報告し、関連部署における対応を促しました。本事
業年度においては、主に事業継続計画や情報セキュリティ等について議論するとともに、新型
コロナウイルス感染症の感染拡大に対応した業務遂行体制の改善を行いました。

⑦　不祥事等の早期発見、未然防止及び是正を図るため、内部通報制度として、「カオナビホッ
トライン」を設置し、内部通報者の不利益取扱いの禁止を含む内部通報制度の利用ルールにつ
いて定期的な周知を行っております。
　内部監査部門が当社従業員等からの通報・相談を受け付け、事案の検討及び調査を行い、そ
の結果により、会社は必要に応じて是正措置及び再発防止策を講じることとしております。な
お、社外の法律事務所に窓口を設け、独立性の確保に努めております。

⑧　監査役会は、当事業年度において14回開催されています。監査役会は、東京証券取引所が
定める独立役員の要件を満たした社外監査役４名で構成されております。
　監査役は、取締役会、経営会議等の重要な会議への出席、重要書類の閲覧のほか、取締役、
執行役員等に対し、随時ヒアリングを実施し、経営の状況や課題、リスク・コンプライアンス
事案等に関し意見交換を行っております。
　また、常勤監査役は、内部監査部門と定期的に意見交換を行うとともに、監査役会は、四半
期に一度、三者連絡会にて会計監査人及び内部監査部門との連携を図っております。
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(2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで)

株 主 資 本 評価・換算差額等

純 資 産
合 計資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合 計

そ の 他
有 価 証
券 評 価
差 額 金

評 価 ・
換 算
差 額 等
合 計

資　本
準備金

資　本
剰余金
合　計

その他
利　益
剰余金 利　益

剰余金
合　計繰　越

利　益
剰余金

当 期 首 残 高 1,066,270 1,056,270 1,056,270 △1,161,509 △1,161,509 △792 960,238 709 709 960,947
会計方針の変
更による累積
的 影 響 額

△80,170 △80,170 △80,170 △80,170

会計方針の変更
を反映した当期
首 残 高

1,066,270 1,056,270 1,056,270 △1,241,679 △1,241,679 △792 880,068 709 709 880,777

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 58,990 58,990 58,990 117,979 117,979

当 期 純 利 益 210,066 210,066 210,066 210,066

自己株式の取得 △234 △234 △234
株主資本以外
の項目の当期
変 動 額
（ 純 額 ）

△709 △709 △709

当期変動額合計 58,990 58,990 58,990 210,066 210,066 △234 327,811 △709 △709 327,102

当 期 末 残 高 1,125,259 1,115,259 1,115,259 △1,031,614 △1,031,614 △1,026 1,207,879 － － 1,207,879

株主資本等変動計算書

（単位：千円）
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）
市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

定率法によっております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建
物附属設備については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　　　　　５年～６年
工具器具備品　　　　　２年～６年

②　無形固定資産
・商標権 その効果が及ぶ期間（４年）にわたり定額法によっております。
・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

②　株式報酬引当金 譲渡制限付株式ユニット付与規程に基づく当社株式の交付に備えるため、
当事業年度末における株式の交付見込額に基づき計上しております。

⑷　収益及び費用の計上基準
　当社は、タレントマネジメントシステム『カオナビ』を提供しております。顧客との契約から生じる収益
は、基本利用料等、サービスを継続的に提供することにより生じるストック売上と、基本サービスの利用に
付随するスポット作業等から生じるフロー売上により認識しております。
　ストック売上については、当社の基本サービス契約が一定の期間にわたり継続的に履行義務を充足する取
引であると判断しており、契約期間にわたり概ね一定の役務を提供するため、契約期間にわたり定額で収益
を認識しております。
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　フロー売上のうち、初期費用については、ストック売上と一連の履行義務を負っていることから、ストッ
ク売上の契約期間にわたり定額で収益を認識しております。設定代行等については、提供期間が数か月～1
年にわたり継続的に履行義務を充足する取引であると判断しており、契約期間にわたり概ね一定の役務を提
供するため、契約期間にわたり定額で収益を認識しております。一時的なスポット作業等については、作業
を完了することで、履行義務を充足する取引であると判断しており、一時点で収益を認識しております。
⑸　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建有価証券（その他有価証券）は、事業年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は全
部純資産直入法により処理しております。

２．会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」
という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当
該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。
　これにより、初期費用に係る収益について、従来は基本サービス契約開始時に一括で収益を認識する方法
によっておりましたが、契約期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。また、同一顧客に対す
る同時又はほぼ同時に締結された複数のサービス契約での値引について、従来は各サービスに個別に値引を
勘案した上で収益を認識する方法によっておりましたが、各サービスの値引額を合算した後、独立販売価額
の比率に応じて、各サービスに値引を配分した上で収益を認識する方法に変更しております。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに
従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度
の期首の繰越利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。
　この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当事業年度の損益計算書は、売上高、営業利
益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ26,153千円減少しております。また、当事業年度の期首の
純資産に累積的影響額が反映されたことにより、株主資本等変動計算書の繰越利益剰余金の期首残高は
80,170千円減少しております。
　また、収益認識会計基準等を適用したため、当事業年度の貸借対照表において「契約負債」47,556千円
を計上しております。
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（時価の算定に関する会計基準等の適用）
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」
という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基
準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会
計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。
　これにより、その他有価証券のうち、未上場投資先の新株予約権は、従来、取得価額をもって貸借対照表
価額としておりましたが、市場価格のない株式等以外のものとして時価をもって貸借対照表価額としており
ます。
　また、「６．金融商品に関する注記」において、金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
等の注記を行うことといたしました。

３．表示方法の変更に関する注記
（貸借対照表）
　前事業年度まで流動負債の「その他」に含めて表示しておりました「未払消費税等」は、金額的重要性が
増したため、当事業年度より、区分掲記しました。
　なお、前事業年度の「未払消費税等」は48,422千円であります。

４．会計上の見積りに関する注記
繰延税金資産の回収可能性
⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産　145,101千円

⑵　識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報
　繰延税金資産の回収可能性は、将来加算一時差異の解消スケジュール、収益力に基づく将来の課税所得
及びタックス・プランニング等に基づいて判断されます。このうち、収益力に基づく将来の課税所得は、
事業計画を基礎として見積っております。当該見積りに当たっては、顧客数、顧客当たりの利用単価、解
約率及びマーケティング活動の投資効率性等に関する経営指標を基礎にしており、特に新規顧客の獲得に
伴う、継続的な売上高の増加を主要な仮定として織り込んでおります。
　当社の事業は今後の市場の成長性が見込まれている一方で、競合他社の存在等により新規顧客の獲得数
には一定の不確実性を伴い、実際の課税所得の発生時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の
財務諸表において、繰延税金資産の金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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普通株式 11,518,800株

普通株式 280株

普通株式 821,000株

５．株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数

⑵　当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

⑶　当事業年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的とな
る株式の種類及び数

６．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社は資金計画に基づき、必要な資金を調達しております。また、資金運用に関しては短期的な預金等
に限定しております。

②　金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、回収までの期間は１ヶ月を基本と
しており、また、取引先ごとの期日管理及び残高管理を定期的に行い、リスク低減を図っております。
　営業債務である買掛金、未払金、未払法人税等は短期の支払期日であります。
　投資有価証券は、非上場株式及び非上場株式を原資産にした新株予約権であり、発行体の信用リスクを
伴っております。
　敷金は不動産賃貸借契約によるものであり、賃貸人の信用リスクに晒されております。
　借入金は運転資金の確保等を目的として調達したものであり、変動金利の借入金は金利の変動リスクに
晒されております。
　営業債務や借入金は流動性リスクに晒されております。

③　金融商品に係るリスク管理体制
１．信用リスク（取引先の債務不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、営業債権について、取引先ごとに期日及び残高を管理しております。投資有価証券について
は、定期的に発行体の財務状況等を把握しております。敷金については、取引開始時に信用判定を行う
とともに、契約更新時、その他適時に契約先の信用状況の把握に努めております。

２．流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、営業債務や借入金について、資金繰表を作成・更新することにより流動性リスクを管理して
おります。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに
より、当該価額が変動することもあります。
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貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

① 敷金 388,081 387,421 △660

　資産計 388,081 387,421 △660

② 長期借入金（※１） 454,545 454,545 －

　負債計 454,545 454,545 －

区 分 貸借対照表計上額
（千円）

非 上 場 株 式 等 52,002

１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

敷 金 1,100 386,981 － －

合 計 1,100 386,981 － －

１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

長 期 借 入 金 127,164 327,381 － －

合 計 127,164 327,381 － －

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2022年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません（※２を参照ください）。また、現金は注
記を省略しており、預金、売掛金、買掛金、未払金及び未払法人税等は短期間で決済されるため時価が帳簿
価額に近似することから、注記を省略しております。

（※１）１年内返済予定の長期借入金を含めております。
（※２）市場価格のない株式等

（注）１．金銭債権の決算日後の償還予定額

２．長期借入金の決算日後の返済予定額
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

① 敷金 － 387,421 － 387,421

　資産計 － 387,421 － 387,421

② 長期借入金 － 454,545 － 454,545

　負債計 － 454,545 － 454,545

⑶　金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベル
に分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時
価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算
定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①　時価をもって貸借対照表計上額とする金融商品
　記載すべき重要な事項はありません。

②　時価をもって貸借対照表計上額としない金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
敷金
　敷金の時価は、一定の期間ごとに分類し、その将来キャッシュ・フローと国債の利回り等適切な
指標に信用リスクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分
類しております。
長期借入金
　長期借入金の時価は、変動金利により短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は実行
後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価
額によっており、レベル２の時価に分類しております。
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繰延税金資産
未払事業税 9,646千円
未払事業所税 1,642
未払退職給付費用 1,208
貸倒引当金 58
減価償却超過額 206,020
一括償却資産償却超過額 5,138
敷金償却費 8,016
株式報酬 14,239
未払費用 12,398
投資有価証券評価損 13,204
繰越欠損金 106,382

繰延税金資産小計 377,950
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △54,592
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △178,257

評価性引当額小計 △232,850
繰延税金資産合計 145,101

１年以内 355,605千円
１年超 180,143
　合計 535,748

７．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

８．リースにより使用する固定資産に関する注記
オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち、解約不能なものに係る未経過リース料

なお、オペレーティング・リース取引の内容は、不動産賃借によるものであります。
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種類 会社等の名
称又は氏名 所在地

資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

役員 佐藤　寛之 － －
当社取締
役副社長
ＣＯＯ

（被所有）
直接　 3.1

当社取締
役副社長
ＣＯＯ

金銭報酬
債権の現
物出資
（注）２

14,400 － －

役員 橋本　公隆 － － 当社取締
役ＣＦＯ

（被所有）
直接　 0.1

当社取締
役ＣＦＯ

金銭報酬
債権の現
物出資
（注）２

13,760 － －

⑴　１株当たりの純資産額 104円86銭
⑵　１株当たりの当期純利益 18円30銭

９．関連当事者との取引に関する注記
　役員及び個人主要株主等

（注）１．記載金額には消費税等は含まれておりません。
２．譲渡制限付株式報酬制度に基づく、金銭報酬債権の現物出資であります。

10．１株当たり情報に関する注記

11．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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（単位：千円）

当事業年度
（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

ストック売上 3,930,959

フロー売上 565,385

顧客との契約から生じる収益 4,496,344

その他の収益 －

外部顧客への売上高 4,496,344

12．収益認識に関する注記
⑴　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（注）１．ストック売上は『カオナビ』基本利用料等、サービスを継続的に提供することにより生じるものであ
ります。

２．フロー売上は『カオナビ』基本サービスの利用に付随する初期費用及び設定代行等のほか、スポット
作業等が含まれます。

⑵　収益を理解するための基礎となる情報
　当社は、タレントマネジメントシステム『カオナビ』を提供しております。顧客との契約から生じる収益
は、基本利用料等、サービスを継続的に提供することにより生じるストック売上と、基本サービスの利用に
付随する初期費用、スポット作業等が含まれるフロー売上があります。
　ストック売上についてはサービスを契約期間にわたり継続的に提供する義務を、フロー売上については設
定代行等やスポット作業のサービスを契約内容に従い時限的に提供する義務を負っております。また、初期
費用については、新規契約時の対価であることからストック売上と一連の履行義務を負っていると判断して
おります。
　当該収益は、顧客との契約に基づいて計上しており、変動対価等を含む売上収益の額に重要性はありませ
ん。また、主な支払条件は、年間利用料をサービス利用開始日が属する月の月末から概ね１か月で支払いを
受けており、その対価の金額に重要な金融要素は含まれておりません。

　取引価格の算定については、原則として顧客との契約において約束された対価から値引額等を控除した金
額により算定し、顧客に対し『カオナビ』から外部サービスを利用するオプションサービスを提供する際に
は、顧客から受け取る対価の額から外部提供事業者に支払う額を控除した純額により算定しております。
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（単位：千円）
当事業年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 178,600

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 210,235

契約負債（期首残高） 961,557

契約負債（期末残高） 1,556,958

　顧客との契約に関しては、『カオナビ』基本利用料等やスポット作業等の複数のサービスを同時に契約締
結している場合、個別に提供するサービスのそれぞれを履行義務として識別し、取引価格をその独立販売価
格の比率に応じて配分しております。独立販売価格は、当社が個別にサービスを顧客へ提供する価格に基づ
いて算定しております。

　ストック売上については、当社の基本サービス契約が一定の期間にわたり継続的に履行義務を充足する取
引であると判断しており、契約期間にわたり概ね一定の役務を提供するため、契約期間にわたり定額で収益
を認識しております。
　フロー売上のうち、初期費用については、ストック売上と一連の履行義務を負っていることから、ストッ
ク売上の契約期間にわたり定額で収益を認識しております。設定代行等については、提供期間が数か月～1
年にわたり継続的に履行義務を充足する取引であると判断しており、契約期間にわたり概ね一定の役務を提
供するため、契約期間にわたり定額で収益を認識しております。一時的なスポット作業等については、作業
を完了することで、履行義務を充足する取引であると判断しており、一時点で収益を認識しております。

⑶　当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
①　契約負債の残高等

　契約負債の期首残高及び期末残高の金額には、貸借対照表の契約負債のほか、前受収益の金額を含んでお
ります。
　契約負債は、主に『カオナビ』サービス提供における前受収益に関連するものであります。契約負債は収
益の認識に伴い取り崩されます。
　当事業年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、961,557千円であ
ります。

②　残存履行義務に配分した取引価格
　当社において、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用
し、記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要
な金額はありません。
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13．その他の注記
記載金額は千円未満を四捨五入して表示しております。
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